
救急外来や外来診療の機能分化の推進②

現在は、同一日の２科目以降の再診は評価されていないが、患者が医療機関の事
情によらず、自らの意思により２科目の診療科を受診した場合には、効率的な医療提
供、患者の便益、診療に要する費用等を踏まえ、再診料、外来診療料について、同一
日の２科目の再診を評価を行う。

（新） 再診料 ３４点（同一日２科目の場合）

（新） 外来診療料 ３４点（同一日２科目の場合）

[算定要件]
1 同一保険医療機関において、同一日に他の傷病（１つ目の診療科で診療を受けた疾病又は診療継続

中の疾病と同一の疾病又は互いに関連のある疾病以外の疾病のことをいう。）について、患者の意思
に基づき、別の診療科（医療法上の標榜診療科のことをいう。）を再診として受診した場合（１つ目の
診療科の保険医と同一の保険医から診察を受けた場合を除く。）は、現に診療継続中の診療科１つに
限り、算定できる。

２ 乳幼児加算、外来管理加算等の加算点数は、算定できない。

初・再診料及び関連する加算の評価

【現行】 【改定後】

Ａ診療科 Ｂ診療科 算定

再診 再診 再診料（69点）＋再診料（34点）

Ａ診療科 Ｂ診療科 算定

再診 再診 再診料（69点）
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救急外来や外来診療の機能分化の推進③

地域医療貢献加算について、分かりやすい名称に変更するとともに、診療所の時間
外の電話対応等の評価体系を充実させ、休日・夜間に病院を受診する軽症患者の
減少、ひいては病院勤務医の負担軽減につながるような取組のさらなる推進を図る。

[算定要件]
時間外対応加算１：診療所を継続的に受診している患者からの電話等による問い合わせに対し、原則として当該診療所にお

いて、常時対応できる体制がとられていること。

時間外対応加算２：診療所を継続的に受診している患者からの電話等による問い合わせに対し、標榜時間外の夜間の数時
間は、原則として当該診療所において対応できる体制がとられていること。休診日、深夜及び休日等にお
いては、留守番電話等により、地域の救急医療機関等の連絡先の案内を行うなど、対応に配慮すること。

時間外対応加算３：診療所（連携している診療所を含む。）を継続的に受診している患者からの電話等による問い合わせに対
し、複数の診療所による連携により対応する体制がとられていること。当番日については、標榜時間外の
夜間の数時間は、原則として当該診療所において対応できる体制がとられていること。当番日以外の日、
深夜及び休日等においては、留守番電話等により、当番の診療所や地域の救急医療機関等の案内を行う
など、対応に配慮すること。複数の診療所の連携により対応する場合、連携する診療所の数は最大で３つ
までとすること。

初・再診料及び関連する加算の評価

（新） 時間外対応加算１ ５点

（改） 時間外対応加算２ ３点

（新） 時間外対応加算３ １点

地域医療貢献加算 ３点

【現行】 【改定後】地域医療貢献加算 時間外対応加算
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救急外来や外来診療の機能分化の推進④

紹介率や逆紹介率の低い特定機能病院等を紹介なしに受診した患者等に係る初・再診料を
適正な評価とするとともに、保険外併用療養費（選定療養）の枠組みの活用を推進し、病院及
び診療所における外来機能の分化及び病院勤務医の負担軽減を図る。

（新） 初診料 ２００点（紹介のない場合）

（新） 外来診療料 ５２点
（他医療機関へ紹介したにもかかわらず、当該病院を受診した場合）

※ 保険外併用療養費（選定療養）を利用可能

[算定要件]
①前年度の紹介率が40％未満かつ逆紹介率が30％未満の特定機能病院及び500床以上の地域医療支援病院
(経過措置)当該初診料・外来診療料の評価を導入するのは、平成25年4月1日とする。

なお、①の場合には、毎年10月１日に地方厚生（支）局に報告を行うこと。

特定機能病院等における初・再診料等の評価の見直し

病棟の特徴から他医療機関受診の必要性がやむを得ないと考えられる精神病床、
結核病床、有床診療所に入院中の患者が透析や共同利用をすすめている検査のた
め他の医療機関を受診する場合の評価の見直しを行う。

他医療機関受診の評価の見直し

（紹介患者数＋救急患者数）

初診の患者数

逆紹介患者数

初診の患者数 
紹介率＝ 逆紹介率＝

※初診の患者数等の定義については、医療法における業務報告と同様
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出
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高
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※ Ｂ医療機関では原則として医学管理、在宅等は算定できない。

ただし、Ｂで診療に係る費用を全く請求しない場合は、ＡからＢに合議で精算することも可能

特
定
入
院
料
等
算
定
病
棟

※ 特定入院料等算定病棟：特定入院料、療養病棟入院基本料、有床診療所療養病床入院基本料及び特定入院基本料

Ａ医療機関

入院基本料から30%減額

透析又は共同利用が進められている検査（PET等）
の場合（精神病床、結核病床、有床診療所に限る）

Ｂ医療機関

診療行為に係る費用を算定

外
来

Ａ医療機関

入院料から70%減額

透析又は共同利用が進められている検査（PET等）
の場合（精神病床、結核病床、有床診療所に限る）

Ｂ医療機関

包括範囲及び包括範囲外の診療
行為に係る費用を算定

Ｂ医療機関

包括範囲外の診療行為のみに係る
費用を算定

入院基本料から15%減額

１．包括範囲に含まれる診療行為がＢ医療機関で行われた場合

入院料から55%減額

透析又は共同利用が進められている検査（PET等）
の場合（精神病床に限る（注） ）

入院料から30%減額

入院料から15%減額

入院中の患者の他医療機関受診の取扱い

外
来

２．包括範囲外の診療行為のみがＢ医療機関で行われた場合

外
来

（新）

（新）

（新）

（注）結核病床、有床診療所については、該当する入院料等はない
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１ 救急・周産期医療の推進

２ 病院医療従事者の勤務体制の改善等の取組

３ 救急外来や外来診療の機能分化

４ 病棟薬剤師や歯科等を含むチーム医療の促進

急性期医療等の適切な提供に向けた病院勤務医等の
負担の大きな医療従事者の負担軽減

重点課題１
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チーム医療の推進①

一般病棟における精神科医療のニーズの高まりを踏まえ、一般病棟
に入院する患者に対し、精神科医、専門性の高い看護師、精神保健福
祉士、作業療法士等が多職種で連携した場合の評価を新設し、より質
の高い精神医療の推進を図る。

（新） 精神科リエゾンチーム加算 ２００点（週１回）

［算定要件］

① 一般病棟に入院する患者のうち、せん妄や抑うつを有する患者、精神疾患を有する患者、自殺企図で
入院した者が対象。

② 精神症状の評価、診療実施計画書の作成、定期的なカンファレンス実施（月１回程度）、精神療法・薬
物治療等の治療評価書の作成、退院後も精神医療（外来等）が継続できるような調整等を行う。

③ 算定患者数は、１チームにつき１週間で概ね 30 人以内とする。

［施設基準］
当該保険医療機関内に、ⅰ～ⅲにより構成される精神科リエゾンチームが設置されていること。

i. 精神科リエゾンについて十分な経験のある専任の精神科医
ii. 精神科リエゾンに係る所定の研修を修了した専任の常勤看護師

iii. 精神科リエゾンについて十分な経験のある専従の常勤精神保健福祉士、常勤作業療法士、常勤薬
剤師又は常勤臨床心理技術者のいずれか １人

一般病棟における、精神科リエゾンの評価
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